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・バイオ燃料導入によるCO2排出削減

（地球温暖化防止対策）

・バイオ燃料導入によるエネルギー安全保障

（持続的資源の確保、特に自動車燃料の確保）

・バイオマス利用に基づく地域・経済の活性化

（生産者・消費者への利益還元）

今、なぜ、バイオ燃料なのか



CO2排出削減：バイオ燃料導入とカーボンニュートラル

バイオエタノール
バイオディーゼル

（石油連盟資料から）



京都議定書目標達成計画(2005.4 閣議決定）

京都議定書目標達成計画:2010年度の新エネルギー導入目標



エネルギー安全保障:石油の確認埋蔵量と可採年数



世界のバイオエタノール普及状況

アメリカアメリカ

○2007年12月「エネルギー自立及びエネ
ルギー安全保障法」が成立。これまでの
再生可能燃料の使用義務量、2012年まで
に年間75億ガロンをさらに拡大し、2022年
までに年間360億ガロン（約1億3680万ｋ
Ｌ）とする「再生可能燃料基準」を制定。

○ミネソタ、ハワイ、モンタナの３州でＥ１０
を義務付け。ミズーリ、ワシントン両州でも、
２００８年からＥ１０を義務化予定。

○ガソリン車は全てE10対応。

○エタノールを任意の濃度で利用できる
フレックス燃料車（FFV）も普及しつつある。

ブラジルブラジル

○ガソリンへのエタノール20～25％
混合を義務付け

○ガソリン車は全てE25対応。

○新車販売台数の7割以上がFFV。

日本日本

○2010年度に輸送用バイ
オ燃料を原油換算で50万
kl導入する目標を設定

○法令でガソリンへのエタ
ノール混合上限を3％以
下と規定している。

中国中国

○５省全域（黒龍江省、
吉林省、河南省、安徽
省、遼寧省）と４省（山
東省、江蘇省、河北省、
湖北省）の一部でＥ１０
を利用している。

ＥＵＥＵ

○輸送用燃料におけるバイオ燃料比率の目標を
2010年末時点で5.75％に設定。

2007年1月欧州委員会から輸送分野におけるバ
イオ燃料比率を2020年までに10%とする義務的目
標が提案されている。

○スペイン、フランス、ドイツではETBEが、ス
ウェーデンではE5が販売されている。

○ドイツでは2007年より、製油業者に対して、化
石燃料へのバイオ燃料混合義務付けを行うこと
としている。

バイオ燃料技術革新協議会資料(2008.3)
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アメリカ ブラジル 中国 EU インド 韓国 日本

生産（国内消費） 生産（輸出） 輸入
出典） F.O.Licht社

各主要国の生産・輸入・輸出の状況万KL

万ｋｌ

○２００６年における世界のエタノール生産量は約５，１００万ｋｌ（対前年比６００万ｋｌ増）となり、米国が
（生産量1,990万ｋｌ）及びブラジル（同1,780万ｋｌ）で７割以上の生産シェアを占めている。

○世界最大のエタノール輸出国はブラジルであり、その輸出量は３４０万ｋｌとなっている。

○２００６年における世界のエタノール生産量は約５，１００万ｋｌ（対前年比６００万ｋｌ増）となり、米国が
（生産量1,990万ｋｌ）及びブラジル（同1,780万ｋｌ）で７割以上の生産シェアを占めている。

○世界最大のエタノール輸出国はブラジルであり、その輸出量は３４０万ｋｌとなっている。

主要国のエタノール需給状況

（国内消費・輸入・輸出）

世界生産量：約５，１００万ｋｌ

主要国のエタノール需給状況主要国のエタノール需給状況

（国内消費・輸入・輸出）（国内消費・輸入・輸出）

世界生産量：約５，１００万ｋｌ世界生産量：約５，１００万ｋｌ

燃料用燃料用
３，７００万ｋｌ３，７００万ｋｌ

（７３％）（７３％）

飲料用飲料用
６００万ｋｌ６００万ｋｌ
（１２％）（１２％）

工業用工業用
８００万ｋｌ８００万ｋｌ
（１６％）（１６％）

世界の用途別エタノール需要世界の用途別エタノール需要世界の用途別エタノール需要

世界生産量：約５，１００万ｋｌ
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アメリカ ブラジル 中国 EU インド 韓国 日本

世界のエタノール需給事情（２００６年）世界のエタノール需給事情（２００６年）

生産（国内消費） 生産（輸出） 輸入



バイオ燃料導入への石油連盟の取り組み



石油依存と地球温暖化に対する政府の動き

バイオマス・ニッポンバイオマス・ニッポン

2010年までに
CO2排出量6%減

2010年までに
CO2排出量6%減

燃料用エタノール製造コスト
・バイオマス・ニッポンケース：１００円/L
・技術革新ケース：4０円/L

燃料用エタノール製造コスト
・バイオマス・ニッポンケース：１００円/L
・技術革新ケース：4０円/L

輸送用バイオ燃料
50万ｋL導入
(原油換算）

輸送用バイオ燃料
50万ｋL導入
(原油換算）

京都議定書京都議定書

京都議定書目標達成計画京都議定書目標達成計画

新 国家エネルギー戦略新 国家エネルギー戦略

次世代自動車・燃料イニシアティブ次世代自動車・燃料イニシアティブ

バイオ燃料技術革新計画バイオ燃料技術革新計画

京都議定書発効京都議定書発効

運輸部門
石油依存度約8割以下

運輸部門
石油依存度約8割以下

セルロース系原料からバイオ燃料等を効率的に
生産する技術革新の実現を目指す。

具体的な目標、技術開発、ロードマップ等を内容
とする「バイオ燃料技術革新計画」の策定

1997

2002

2005.4

2005.5

2007.5

2008.3

2010

2015

2030

国産バイオマスで
最大600万kLのエタノール

生産可能と試算

国産バイオマスで
最大600万kLのエタノール

生産可能と試算



次世代自動車・燃料イニシアティブ～
エネルギー安保・環境保全・競争力強化の同時達成～



バイオ燃料技術革新協議会設立の経緯



バイオマス原料とエタノール生産プロセス

セルロース系バイオマス（食料生産との競合を避ける）

（糖みつ）

（デンプン）



バイオ燃料技術革新協議会の位置づけ

経済産業省 農林水産省
連携

委員会
各分野ＷＧ バイオ燃料技術革新協議会

実施主体（企業、大学、独立行政法人等）

バイオ燃料技術革新計画

目標（生産コスト）、技術開発ロードマップ等目標（生産コスト）、技術開発ロードマップ等

ＬＣＡ（ＣＯ２排出量、エネルギー収支等）、環境への影響（各工程における排水等）

原料
収集
運搬

前処理
糖化

発酵
蒸留・脱水

燃料
化学品

成 果

策定



バイオ燃料技術革新協議会の検討体制

バイオマス原料ＷＧ

リーダー：片山 秀策

(独)農業・食品産業技術総合研究機構

バイオマス研究センター長

エタノール製造技術ＷＧ
リーダー：鮫島 正浩

東京大学大学院農学生命科学研究科副研究科長 教授

システム・ＬＣＡＷＧ
リーダー：坂西 欣也

(独)産業技術総合研究所バイオマス研究センター長

バイオリファイナリー連携ＷＧ
リーダー：岩本 正和

東京工業大学 資源化学研究所副所長 教授

バイオ燃料技術革新協議会

委員長 ：鮫島 正浩

東京大学大学院農学生命科学研究科副研究科長 教授

副委員長 ：松村 幾敏

新日本石油㈱ 常務取締役執行役員

オブザーバー参加 ： 内閣府、環境省、新エネルギー・産業技術総合開発機構
事務局 ： 新エネルギー財団



具体的な生産モデル（エタノール生産コスト・生産規模）

将来

変換コスト＋＝生産コスト 原料コスト

現状

生産量

生
産

コ
ス

ト
原料コスト

変換コスト

生産コスト

生産量

生
産

コ
ス

ト

原料コスト

変換コスト

生産コスト

最適点

最適点

エタノールの生産コスト

原料の収集範囲
が 広 が る と 収 集
運搬に関わるコス
トが上昇する

プラント規模が大
きくなれば、規模
の効果で変換コス
トは低下する。



セルロース系エタノール生産コストの試算例（米国の例）



バイオ燃料技術革新計画が掲げるコスト目標



バイオマス・ニッポンケースと技術革新ケース

バイオマス・ニッポンケース 技術革新ケース

コスト目標
免税後の国内ガソリン価格と

の競合（100円/L)
国際的なガソリン価格との競

合（40円/L）

CO2削減・エネルギー

収率目標
数値的には掲げていない

CO2削減率：５０％

エネルギー収支：2.0

生産地 国内 国内外を問わない

セルロース原料
国内の未利用資源

（稲わら，スギ残材など）

目的生産資源

（多年生イネ科草本植物，早
成樹木など）

ひとつの拠点あたりの
エタノール生産規模

1.5万kL/年 10-20万kL/年

技術開発のポイント
効率的な原料収集

効率的な製造プロセス

高効率・大規模な原料生産

高効率な製造プロセス



バイオマス原料に関する検討結果



原料確保: バイオマス・ニッポン ケース
（1.5万kL/年・拠点、１００円／Ｌでの生産をめざして）



バイオマスの種類

賦存量
（発生量）
（万㌧/
年）

集約性
（発生場所）

既利用率
利用可能量
（万㌧/年）

草本草本 稲わら、籾殻、麦わら稲わら、籾殻、麦わら 1,400 1,400 
農地、農地、
ﾗｲｽｾﾝﾀｰﾗｲｽｾﾝﾀｰ

30%30%
980980

(70%)(70%)

木質木質 林地残材林地残材 340 340 林地林地 2%2%
330330

(98%)(98%)

木質 製材工場等残材 430 工場 95%
20

(5%)

木質 建設発生木材 470 工場 70%
140
(30%)

その他その他 古紙古紙 3,063 3,063 都市部都市部 56%56%
279279
(9%)(9%)

データ出所： 賦存量 農水省「バイオマスニッポン総合戦略推進会議資料（07年2月）」
古紙 アイピーシー「バイオマス・エネルギー・環境」（01年7月）

我が国のバイオマス賦存量・利用率



2121

収集範囲：
半径３０km想定

稲わら、麦わら等

特長：国内に広く賦存、多くが鋤き込まれている状況

原料の栽培・収穫
バイオマス原料

の貯蔵
エタノール製造工場

稲わら等未利用資源からのエタノール生産モデル
①未利用バイオマス（草本系）

技術的課題

・水田における稲わらの乾燥
・乾物重量当たりのかさが大き
い稲わらの貯蔵・保管方法

運搬距離３０km以内を想定し

輸送システム、減容化、貯蔵
法等に関する技術を開発しシ
ステム化が必要



2222

エタノール工場

木材貯蔵

技術的課題
効率の良い伐採、収集

機械の開発
特に急峻な斜面からの伐採・
収集技術を開発する必要が
ある。

森林

用材等

社会的課題
・林業の活性化
・効率的な流通システムの構築

道路網等の基盤整備も含めた

効率的な生産・搬出・流通シス
テムの構築が必要

木材、
林地残材

残材等の集積

林地残材（スギ等造林樹種）

現状：林内に広く薄く分布しており、収集・運搬コストが
かかることから、そのほとんどが利用されていない。

林地残材等未利用用材からのエタノール生産モデル
②未利用バイオマス（木質系）



未利用バイオマスに関するロードマップ

原料確保

木質系（スギ）

草本系（稲わら）

２００８ ２０１５年産１．５万ｋＬ規模

・資源作物の育成
・効率的な収集のシステム化

収集・運搬機械開発
・バイオマス利用に適した品種改良
・収集技術の開発
・乾燥技術の開発
・圧縮・梱包技術の開発
・運搬・貯蔵技術の開発

・高効率収集・運搬・貯蔵技術の開発
機器や貯蔵技術の低コスト化、省エネ

収集・運搬機械開発
・収集技術の開発
・粉砕・運搬技術の開発

藻類の利用、雑草類の利用未利用原料の探索

農道、林道等運搬経路の整備

その他



原料確保：技術革新ケース
（10-20万kL/年・拠点、４０円／Ｌでの生産をめざして）



エネルギー作物に

求められる要件

セルロース系エネルギー作物開発の考え方について

手間がかからない栽培

低エネルギー投入

単位面積あたりの

収穫量が多い

収穫量の多い作物の選抜

糖化に適した組成の作物の創出

(低リグニン、高セルロース含有植物など)

耕作不適地でも良好に生育する植物の

改良・育種

栽培方法、収穫運搬方法の開発

バイオマス原料の大規模安定的供給、低コスト化を目指したエネルギー作物の検討



植生地域 種類 乾物収量（ﾄﾝ/ha・年） データ取得地域

熱帯

イネ科

ネピアグラスネピアグラス 多年生 84.784.7 プエルトリコ

サトウキビ 多年生 64.1 ハワイ

亜熱帯
ギニアグラス1) 多年生 51.1 沖縄県（石垣島）

サトウキビ 多年生 49.5 沖縄県（本島）

温帯

バミューダグラス 多年生 30.1 米 テキサス州

ペレニアルライグラス 多年生 26.6 ニュージーランド

ソルガムソルガム 一年生 46.646.6 米 カリフォルニア州

とうもろこし 一年生 34.0 イタリア

イネ2) 一年生 19.7 岩手県

エンバク3) 一年生 16.4 兵庫県

スイッチグラス4) 多年生 16 米国

ジャイアントミスカンサスジャイアントミスカンサス55）） 多年生多年生 6060 米国 イリノイ州

エリアンサスエリアンサス6） 多年生 8686 熊本県

データ出所）
注釈なし J.P.Cooper：Productivity in different environments, pp.621, Cambridge Univ.Press(1975)
1) Nakagawa and Mononoki
2)農林水産技術会議事務局（1987）
3)農林水産技術会議事務局（1986）
4)P.K.Vogel : Energy Production from forages,Journal of Soil and Water Conservation, Vol.51,No.2,pp.137-139(1996)
＜上記：日本ｴﾈﾙｷﾞー学会「バイオマスハンドブック」,P31.から抜粋>

5)NEDO「海外レポートNo.969」（2005.12.14）
6)九州沖縄農業試験研究推進会議 畜産・草地推進部会資料(2004)

草本系目的生産バイオマスの収量ポテンシャル



植生地域 種類 収穫サイクル
乾物収量

（ﾄﾝ/ha・年）
データ取得地域

熱帯 ユーカリ1) 6～8年 32～33 オーストラリア

亜熱帯 ユーカリ ２年 32 ギリシャ

温帯

ポプラ 3～4年 12～14 ドイツ

ユーカリ ３年 11～14 オーストラリア

ヤナギ ３年 8～20 イギリス

アカシア2) 4年 18 九州

データ出所）
注釈なし エネルギー作物の辞典
1) バイオマスハンドブック
2) 農水省｢バイオマス変換計画｣（1991）

木質系目的生産バイオマスの収量ポテンシャル
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原料の栽培・収穫

バイオマス原料
の貯蔵

エタノール製造工場

②早生広葉樹の例
（ヤナギ、ポプラなど）
特長：３～４年程度で収穫可能で、
周年収穫できる。
収量ベンチマーク：17乾燥㌧／ha・年以上

収集範囲：半径6.5km
（仮定 17 乾燥㌧／ha

3年周期で収穫） 3ブロックで
40、000haが必要

収集範囲：半径6.5km
（仮定 50 乾燥㌧／ha・年）

①多収量草本植物の例
（エリアンサス、ミスカンサスなど）
特長：多年生で、環境適応性が高く、

手間がかからない（低肥料、高い湿性など）
収量ベンチマーク：50乾燥㌧／ha・年以上

総量 約130万㌧
乾物量 67万㌧

13,270ha
※山の手線内の面積の約２倍

技術革新ケース ４０円／Ｌ （具体的な生産モデル）

米国：http://www.woodycrops.org/newsletters/newsletter14.pdf



収集技術

目的生産バイオマスの選抜
（草本：50乾燥ﾄﾝ/ha･年）
（木質：17乾燥ﾄﾝ/ha･年）

目的生産バイオマスのロードマップ

多収量草本植物： エリアンサス、ミスカンサスなど

２００８ ２０１５年産１０万～２０万ｋＬ規模

栽培技術 栽培基礎データ収集

既存技術の組合せによる収量増（多回収穫、多期作、多毛作）

土地の探索 バイオマスー土地のコンビネーションの調査・探索

基盤技術

ミネラル・ニュートラル（ミネラルの回収・再利用技術の開発）

利用可能な多収エネルギー作物
の選抜と実証

遺伝子組み換え技術等による低コスト多収エネルギー作物の開発形質転換系の確立

栽培技術の開発・実証
投入エネルギー削減（不耕起栽培、直播栽培、多年生種）

イネ科、マメ科の混作（窒素固定による肥料削減）

収穫技術の開発

乾燥技術の開発

圧縮・梱包技術の開発
収集技術

機器や貯蔵技術の低コスト化、省エネ化

粉砕・運搬技術

ゲノム情報の整備（DNAマーカー、ゲノム解析など）

ストレス耐性付与、光合成効率の高い植物体の開発

細胞壁組成の改変、糖化酵素生産などの糖化容易な植物体の開発

早生樹： ヤナギ、ポプラ、ユーカリ、アカシアなど

マメ科植物（窒素固定能、多収）



エタノール製造技術に関する検討結果



セルロース系バイオマス（木材）の構成成分

セルロース：ヘミセルロース：リグニン = 2 : 1 : 1



セルロース系バイオマスからのエタノール製造プロセス

バイオマス

単糖（グルコース，キシロースなど）

エタノール

前処理

発酵

セルロース，ヘミセルロース

糖化

前処理・糖化プロセスの
効率化と環境低負荷化が
必要



技術マップ作成に向けて －技術の分類

エタノール製造技術をキーとなるプロセスに着目して、４つに分類する。

（１）熱化学糖化系
熱水処理、酸触媒処理などでバイオマスを糖化し、発酵によりエタノールを得るもの

（２）酵素糖化系
適切な前処理を行なったバイオマスを酵素処理で糖化し、発酵によりエタノールを得るもの

（３）一貫微生物系
微生物技術を中心に、糖化・発酵同時反応など、ワンポット反応系でエタノールを得るもの

（４）非エタノール発酵系
エタノール発酵によらない経路で、エタノールを得るもの

熱化学的糖化 発酵バイオマス エタノール濃縮脱水

前処理 酵素糖化 発酵バイオマス エタノール濃縮脱水

前処理・糖化・発酵（同時）バイオマス エタノール濃縮脱水

化学／生物変換バイオマス エタノール精製

糖

糖



システムの改良プロセス技術の確立先導的研究、基礎研究

濃縮・
脱水

ｴﾀﾉｰﾙ
発酵

糖化
後処理

糖化

前処理
糖化
発酵

（３）

一貫
微生物系

全工程
（５）

共通基盤
技術

ｴﾀﾉｰﾙ
変換

（４）
非エタノー
ル発酵系

前処理

（２）

酵素
糖化系

糖化

（１）

熱化学
糖化系

研究開発フェーズ
工程分類

システムの改良プロセス技術の確立先導的研究、基礎研究

濃縮・
脱水

ｴﾀﾉｰﾙ
発酵

糖化
後処理

糖化

前処理
糖化
発酵

（３）

一貫
微生物系

全工程
（５）

共通基盤
技術

ｴﾀﾉｰﾙ
変換

（４）
非エタノー
ル発酵系

前処理

（２）

酵素
糖化系

糖化

（１）

熱化学
糖化系

研究開発フェーズ
工程分類

膜による選択的分離、脱水★
・膜ﾓｼﾞｭｰﾙの性能向上
・膜技術を中心としたｼｽﾃﾑ化

省エネ濃縮法（溶媒抽出★）
・ﾌﾟﾛｾｽ経済性評価、実証検証、ﾌﾟﾛｾｽの最適化

微生物の効率的利用

阻害物耐性微生物の開発
・阻害物の特定

対糖収率向上
・具体的な研究戦略の検討

高活性酵素のスクリーニング
・ﾊｲｽﾙｰﾌﾟｯﾄ酵素活性測定系の構築

酵素の改良
・進化分子工学的改変、ﾊｲｽﾙｰﾌﾟｯﾄ酵素活性測定系の構築

酵素生産性の向上（低コスト、大量、オンサイト）
・大量発現する生産宿主の開発、発現制御機構の解明

セルラーゼ成分量比の最適化による糖化効率向上★
・重要セルラーゼ成分のカクテル化

ﾘｸﾞﾆﾝ、ﾍﾐｾﾙﾛｰｽの分解・溶出（水熱処理★、蒸気爆砕）
・発酵阻害物生成の回避、水使用量削減、投入ｴﾈﾙｷﾞｰ削減

脱リグニン（塩基触媒処理、アルカリ処理★、微生物処理）

ﾊﾞｲｵﾏｽ表面積の増大（微粉砕処理★）
・投入ｴﾈﾙｷﾞｰ削減、高性能化、大容量化

ｾﾙﾛｰｽ結晶型の変換（ｱﾝﾓﾆｱ処理★）

酵素反応リアクター設計★
・含水固体反応ﾘｱｸﾀ設計
・化学工学的検討

プロセス適合性向上

資化性の拡大（５炭糖★、種々の有機物）
・微生物の選択

高温発酵微生物の開発★（冷却ｺｽﾄ低減、ｺﾝﾀﾐ防止、SSF等）
・微生物の選択

連続発酵（固定化、凝集性）

微生物の改良

高密度充填ﾌﾟﾛｾｽ

システム設計★
・含水固体反応への対応

ﾍﾐｾﾙﾛｰｽの低分子化（酸触媒）

残渣・副産物の利用

残渣・副産物の処理・利用（有価物、肥料・飼料としての利用、ガス化利用）

加圧熱水処理、超（亜）臨界水処理
・加水分解選択性向上、大規模スケールへの対応

酸加水分解
・装置の腐食対策、硫酸の回収

発酵阻害物の除去（液液抽出、吸着） 糖化液の濃縮（液液抽出、減圧・常圧、膜式★）

酵素の回収・再利用
・ﾘｱｸﾀｰ開発、ﾘｸﾞﾆﾝへの非特異的・不可逆的吸着の解消

省エネ蒸留法（超音波霧化分離）
・ﾒｶﾆｽﾞﾑの解明と再現性の確認

糖化・発酵同時進行（CBP）微生物の開発（ｱｰﾐﾝｸﾞ微生物）
・微生物の耐熱性向上、発酵収率向上、５炭糖利用性付与

前処理・糖化・発酵同時進行微生物の開発
・ﾘｸﾞﾆﾝ分解、糖化同時処理微生物（担子菌、糸状菌、酵母）

糖化・発酵同時進行リアクター設計

酢酸発酵と水素化分解によるエタノール変換
・酢酸発酵の高性能化（発酵速度、収率の向上）

水蒸気ガス化と嫌気性細菌によるエタノール生産
・水蒸気ガス化時のCO変換率の向上

新規遺伝子源探索（メタゲノム、メタトランスクリプトーム）

ゲノム情報活用（バイオインフォマティクス）

酵素の改変・強化（タンパク質工学、進化分子工学的手法）

微生物の改変・強化（ゲノム工学、ミニマムゲノム手法）

バイオマス分析のハイスループット化
・ﾘｸﾞﾆﾝ・糖分析の装置化、標準化、固体性状分析（結晶型、微細構造）

知財戦略
・欧米の特許に対し開発技術を権利化・実用化する戦略策定 凡例

★： 我が国として強力に推進すべき技術

酵素生産性の向上（低コスト、大量、オンサイト）★
・培養条件の最適化、オンサイト培養条件の最適化

セルラーゼ成分量比の最適化による糖化効率向上
・反応機構解明、評価系の構築

ＳＳＦ（併行複発酵）処理条件の最適化

固体発酵リアクター設計★
・化学工学的検討

技術革新のための製造技術マップ

バイオ燃料技術革新協議会資料（２００８．３）



併行複発酵（ＳＳＦ）

原料 前処理 糖化 発酵／ｴﾀﾉｰﾙ化 濃縮・脱水

ｱﾝﾓﾆｱ処理

ゲノム技術バイオマス分析技術

水熱処理

爆砕処理

ｱﾙｶﾘ処理

微生物処理

酵素糖化

加圧熱水処理、超（亜）臨界水処理

ｴﾀﾉｰﾙ発酵

蒸留・膜分離

溶媒抽出法

酢酸発酵 水素化

水蒸気ｶﾞｽ化 嫌気性細菌

ﾊﾞｲｵﾏｽ
草本系
木質系

微粉砕処理

酵素生産・糖化・ｴﾀﾉｰﾙ発酵（ＣＢＰ）

精製

共通基盤技術

（１）熱化学糖化系

（２）酵素糖化系

（３）一貫微生物系

（４）非ｴﾀﾉｰﾙ発酵系

プロセスフローのイメージ

酸加水分解処理



技術革新ケース（４０円／Ｌ）のロードマップ
一貫ﾌﾟﾛｾｽとして：
ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量6MJ/kgﾊﾞｲｵﾏｽ以内（ﾊﾞｲｵﾏｽで自立）、ｴﾀﾉｰﾙ収率0.3L/kgﾊﾞｲｵﾏｽ以上、ｴﾈﾙｷﾞｰ回収率35%以上
年産１０～２０万ｋＬ規模

濃縮脱水
ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量
2.5MJ/L以下

ｴﾀﾉｰﾙ発酵
高ｴﾀﾉｰﾙ収率
（95%以上）

酵素糖化
低使用量、
（1mg酵素/g生成糖以上）

高活性
（糖収量500g/kgﾊﾞｲｵﾏｽ）
低ｺｽﾄ（酵素ｺｽﾄ4円/L以下）

前処理
高効率
（糖化効率

80%以上）

水熱処理
ｱﾝﾓﾆｱ処理

溶媒抽出法

微粉砕

ｴﾀﾉｰﾙ発酵

膜分離法

廃液処理

ｿﾙﾎﾞﾘｼｽ
ｱﾙｶﾘ処理
微生物処理

SSF（併行複発酵）

CBP（糖化発酵同時進行）

水使用量低減など

含水固体反応

高活性酵素選択

高活性酵素創製

酵素成分比最適化

酵素再利用

リアクター設計

含水固体反応

オンサイト酵素生産

連続発酵

Ｃ５，Ｃ６同時利用

高温耐性
含水固体反応

ﾓｼﾞｭｰﾙ性能向上

システム化

２００８ ２０１５

プロセス化

（ＣＢＰプロセス化）プロセス化

プロセス化

一貫プロセス実証

共通基盤技術
ｹﾞﾉﾑ技術

ﾊﾞｲｵﾏｽ分析技術

知財戦略

ハイスループット化

新規遺伝子探索、酵素・微生物・植物改変・強化、ｹﾞﾉﾑ情報活用

戦略策定、実行



エタノール製造プロセス（まとめ）

ベンチマークコスト達成のために、下記に重点を
置いて研究開発を加速する。

（１）効率的かつシンプルな一貫プロセス効率的かつシンプルな一貫プロセスによる
省エネルギー化と工場建設コストの大幅削減

（２）酵素糖化の高効率化と回収再利用による
酵素コストの大幅削減酵素コストの大幅削減

（３）廃棄物の熱利用と廃棄物量の削減による
環境負荷の大幅削減環境負荷の大幅削減



開発の具体的な推進体制について

基礎研究フェーズ

技術開発フェーズ

事業化フェーズ

変換技術 一貫した技術開発により最適なプロセスを構築

各
フ
ェ
ー
ズ
の
相
互
連
携

製紙会社、石油会社

製紙会社、バイオ会社、 醸造会社、エンジ会社、化学会社、石油会社

大学、独法

エネルギー作物の栽培

収集･運搬技術の開発

エネルギー作物の育種創製 高活性酵素創製

低コスト生産技術

前処理・糖化 発酵 濃縮・脱水 排水処理原料生産

農林機会社、自動車会社

バイオマス原料 酵素技術

バイオ会社、大学、独法

バイオ会社、大学、独法

大学、独法

バイオ燃料技術革新計画バイオ燃料技術革新計画

バイオ燃料技術革新協議会
バイオ燃料に係る技術開発を促進するため、産業間連携、産学連携、異分野連携等を効果的に推進。

（大学・独立行政法人の研究機関、民間企業、経済産業省、農林水産省等から構成）

実施主体（企業、大学、独立行政法人等）実施主体（企業、大学、独立行政法人等）



環境影響

社会影響

文化への影響

CO2排出量増加

生態系への影響

大気への影響

休耕地利用

廃棄物処理

持続的森林利用

生産力低下

CO2固定量増加

排水処理

土壌への影響

製造

利用

既存産業構造との競合

水への影響

第一次産業活性化

•CO2排出削減効果
•エネルギー生産になっているか
•経済的に機能するか
•安定供給は可能か
•資源の有効利用になっているか
•自然環境への影響は
•食料との競合が生じていないか
•既存産業構造への影響は
•地域社会への影響は
•文化への影響は

資金投入

途上国への影響

産業発展

地域活性化

食料価格高騰

燃料用穀物需要増

食料 vs エネルギー

食用穀物需要増

プランテーション

GM作物導入

過剰揚水

農薬・肥料増加

原油価格高騰

人口増加

畜産物需要増加

廃棄物処理

資

源

作

物

未 用
用 系

廃

棄

物

系

原料

バイオ燃料導入による環境及び社会への影響

（環境及び社会への影響等留意すべき視点）



バイオ燃料導入：社会還元の意義

・環境対策

（CO2排出削減，持続的利用可能資源の確保）

・エネルギー対策

（エネルギー安全保障，国際競争力の確保）

・地域・経済対策

（地域・経済活性化，生産者・消費者への利益還元）

・新しいビジネスの創出（あくまで私見として）

（魅力ある関連商品，ビジネスの核となる組織形成）



ご清聴，ありがとうございます


